交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　都市計画部 都市まちづくり課　
	処分の概要
	現施行中事業地内での事業実施の同意

	法令名
根拠条項
	新住宅市街地開発法　第36条第1項

	法令番号
	昭和38年法律第134号

	【基準】
　法第36条第1項の規定による。　
　(新住宅市街地開発事業の引継ぎ)
第36条　現に施行されている新住宅市街地開発事業の事業地となつている区域については、その施行者の同意を得なければ、その施行者以外の者は、新住宅市街地開発事業を施行することができない。
2　現に施行されている新住宅市街地開発事業の事業地となつている区域について、前項の同意を得て、新たに施行者となつた者がある場合においては、その新住宅市街地開発事業は、新たに施行者となつた者に引き継がれるものとする。
3　前項の規定により新住宅市街地開発事業を引き継いで施行することとなつた施行者は、引き継がれることとなつた施行者が新住宅市街地開発事業の施行に関して有していた権利義務(その者がその施行する新住宅市街地開発事業に関し、行政庁の許可、認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。)を承継する。
4　第2項の場合においては、この法律又はこの法律に基づく命令の規定により従前の施行者がした処分、手続その他の行為は、新たに施行者となつた者がしたものとみなし、従前の施行者に対してした処分、手続その他の行為は、新たに施行者となつた者に対してしたものとみなす。


	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和5年7月1日
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